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第５回南相馬市議会定例会市長提出議案の要旨 

平成２５年９月１０日提出 

 

Ⅰ 件数  ２８件 

【内訳】議案 ２７件（条例関係 ２件、決算関係 １５件、予算関係 ８件、 
その他２件） 

    
    報告  １件（平成２４年度決算に基づく健全化比率等） 

 

Ⅱ 議案の要旨  

≪条例関係≫  

議案第101号 
南相馬市復興産業集積区域における市税の特例に関する条例の一

部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

福島復興再生特別措置法の一部改正に伴い、引用する同法の条に移動が生じたた

め、必要な改正を行うものである。 

【主な内容】 

１ 改正の内容 

 引用する法の条に移動が生じたため、次のように改める。（第１条及び第２条関係） 

【改正前】      【改正後】 

  第５１条   ⇒   第６４条 

     第５２条   ⇒   第６５条 

２ 施行日 

  公布の日 

 

議案第102号 
南相馬市企業立地促進区域及び避難解除区域等における市税の特

例に関する条例制定について 

【趣旨】 

福島復興再生特別措置法の規定に基づく企業立地促進区域及び避難解除区域等に

おいて、対象施設等の新設又は増設に係る固定資産税の課税免除を行うため、新た

に条例を制定するものである。 
【主な内容】 

１ 条例の概要 

定める項目 条・項 内   容 

趣 旨 第１条 

企業立地促進区域※１又は避難解除区域等※２に係る固定資産税の課税

免除に関し必要な事項を定める。 

※１企業立地促進区域とは、避難解除区域、避難指示解除準備区域、居
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住制限区域内の区域で、避難解除等区域復興再生推進事業を実施する

企業の立地を促進すべき区域（本市では、旧緊急時避難準備区域、避

難指示解除準備区域、居住制限区域）をいう。 

※２避難解除区域等とは、避難解除区域、避難指示解除準備区域、居住

制限区域をいう。 

企業立地促進

区域内におけ

る課税免除 

第２条 

【対象者】次の要件を全て満たす事業者 
○企業立地施設等を設置した者（福島県知事の認定を受けた事業者） 
○避難解除等区域復興再生推進事業※３を実施する個人事業者又は法人 

※３避難解除等区域復興再生推進事業とは、福島復興再生特措法施行

規則第 3条各号に掲げる次の事業をいう。 
第 1号 相当数の避難解除区域の住民等を継続して雇用する事業 
第 2号 先導的な施策に係る事業、地域資源を活用した事業等避難

解除等区域の地域経済の活性化に資する事業 
第 3号 避難解除区域の住民等が日常生活を営む上で必要な商品の

販売又は役務の提供に関する事業 
第 4号 原子力災害により被害を受けた施設等の復旧及び復興に資

する事業 
【要件】 
平成 25年 6月 10日（内閣総理大臣へ企業立地促進計画を提出した日） 
から平成 28年 3月 31日までの間に対象施設・設備等を購入又は建 
設すること。 
【対象施設・設備等】 
① 企業立地施設等である家屋 
② 土地（取得日の翌日から起算して 1年以内に①の家屋の建設に
着手すること） 

③ 償却資産 
【課税免除の期間】 
新たに固定資産税が課税されることになった年度から５年度分 

避難解除区域

等内における

課税免除 

第３条 

【対象者】次の要件を全て満たす事業者 
○福島県知事の確認を受けた事業者（避難指示の対象となった区域に

平成 23 年 3 月 11 日において事業所を有していた個人事業者及び法
人。） 
○復興再生施設等を新設又は増設した者 
【要 件】 
平成 25年 5月 10日（福島復興再生特別措置法の一部を改正する法 
律の施行日）から平成 28年 3月 31日までの間に対象施設・設備等 
を購入又は建設すること。 
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【対象施設・設備等】 
① 復興再生施設等である家屋 
② 土地（取得日の翌日から起算して 1年以内に①の家屋の建設に
着手すること） 

③ 償却資産 

【課税免除の期間】 

新たに固定資産税が課税されることになった年度から５年度分 

適 用 第４条 

固定資産税の課税免除等については、次のいずれか一つの規定を適用 
する。 
① 第２条、第３条の規定による固定資産税の課税免除 
② 南相馬市税特別措置条例第３条の規定による固定資産税の課税免

除若しくは第４条の規定による固定資産税の不均一課税 
③ 南相馬市復興産業集積区域における市税の特例に関する条例第２

条の規定による固定資産税の課税免除 

課税免除 

の申請 
第５条 

課税免除を受けようとする固定資産税の納税義務者は、規則で定める 
課税免除申請書を市長に提出する。 
 

 

 

 

 

 

 

第２項 

【企業立地促進区域内における課税免除の適用】 
企業立地促進計画を提出した日から条例施行の日の前日までの間に

企業立地施設等を新設、増設した者についても適用する。 
【避難解除区域等内における課税免除の適用】 
平成 25 年 5 月 10 日から条例施行の日の前日までの間に復興再生施
設等を新設し、又は増設した者についても適用する。 

 第３項 

【関係条例の改正：南相馬市復興産業集積区域における市税の特例に

関する条例の一部改正（第３条関係）】 
固定資産税の課税免除の適用について、次の条例を加えるもの。 
○ 南相馬市企業立地促進区域及び避難解除区域等における市税の特

例に関する条例第２条又は第３条の規定による固定資産税の課税

免除 
２ 施行日 

  公布の日 

≪決算関係≫  

議案第103号 

 

議案第104号 

 

 

議案第105号 

平成２４年度南相馬市一般会計歳入歳出決算認定について 

 

平成２４年度南相馬市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定に

ついて 

 

平成２４年度南相馬市介護保険特別会計歳入歳出決算認定について 

附 則 
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議案第106号 

 

 

議案第107号 

 

 

議案第108号 

 

 

議案第109号 

 

 

議案第110号 

 

 

議案第111号 

 

 

議案第112号 

 

 

議案第113号 

 

 

議案第114号 

 

 

議案第115号 

 

議案第116号 

 

 

議案第117号 

 

 

平成２４年度南相馬市育英資金貸付特別会計歳入歳出決算認定に

ついて 

 

平成２４年度南相馬市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算認定に

ついて 

 

平成２４年度南相馬市介護サービス事業特別会計歳入歳出決算認

定について 

 

平成２４年度南相馬市亜炭鉱害復旧施設維持管理事業特別会計歳

入歳出決算認定について 

 

平成２４年度南相馬市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認

定について 

 

平成２４年度南相馬市工場用地等整備事業特別会計歳入歳出決算

認定について 

 

平成２４年度南相馬市太田財産区特別会計歳入歳出決算認定につ

いて 

 

平成２４年度南相馬市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定

について 

 

平成２４年度南相馬市水道事業会計未処分利益剰余金の処分及び

決算認定について 

 

平成２４年度南相馬市病院事業会計決算認定について 

 

平成２４年度南相馬市工業用水道事業会計未処分利益剰余金の処

分及び決算認定について 

 

平成２４年度南相馬市下水道事業会計決算認定について 

 

≪補正予算関係≫  

議案第118号 

 

議案第119号 

 

議案第120号 

 

議案第121号 

 

平成２５年度南相馬市一般会計補正予算について 

 

平成２５年度南相馬市国民健康保険特別会計補正予算について 

 

平成２５年度南相馬市介護保険特別会計補正予算について 

 

平成２５年度南相馬市農業集落排水事業特別会計補正予算について 
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議案第122号 

 

議案第123号 

 

議案第124号 

 

議案第125号 

平成２５年度南相馬市後期高齢者医療特別会計補正予算について 

 

平成２５年度南相馬市水道事業会計補正予算について 

 

平成２５年度南相馬市病院事業会計補正予算について 

 

平成２５年度南相馬市下水道事業会計補正予算について 

 

≪その他≫ 

議案第126号 工事請負契約の締結について 

【趣旨】 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定

により議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 

契 約 の 目 的 石神中校舎耐震改修建築主体（第２期）工事 
施 工 場 所 南相馬市原町区石神字北畑地内 
契 約 の 金 額  １５９，６００，０００円 

契 約 の 方 法 制限付き一般競争入札 

契約の相手方 
南相馬市原町区東町三丁目４１番地 
東北建設株式会社 

 

議案第127号 工事請負契約の締結について 

【趣旨】 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定

により議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 

契 約 の 目 的 防災集団移転促進事業住宅団地造成（萱浜地区（２））工事 
施 工 場 所 南相馬市原町区萱浜字六貫山地内 
契 約 の 金 額  １７８，５００，０００円 

契 約 の 方 法 制限付き一般競争入札 

契約の相手方 
南相馬市原町区大町三丁目３０番地 
石川建設工業株式会社 
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≪報告≫ 

報告第８号 
平成２４年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不

足比率の報告について 

【趣旨】 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の

規定により、監査委員の意見を付し、報告するもの。 

【主な内容】 
１ 健全化判断比率                      （単位：％） 

区 分 平成２４年度 早期健全化基準 財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率 － １２．５９ ２０．００ 
連 結 実 質 赤 字 比 率 － １７．５９ ３０．００ 
実 質 公 債 費 比 率 １４．４  ２５．０ ３５．０ 
将 来 負 担 比 率 ２１．０ ３５０．０  
※ 実質赤字額又は連結実質赤字額は生じておらず、実質赤字比率及び連結実質

赤字比率を「－」と表記 

２ 資金不足比率                       （単位：％） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

会 計 名 資金不足比率 備  考 

南相馬市水道事業会計 － 

地方公共団体の財政の健全

化に関する法律施行令（以下

「令」という。）第１７条第

１号の規定により事業の規

模を算定 
南相馬市工業用水道事業会計 － 〃 
南相馬市病院事業会計 － 〃 
南相馬市下水道事業会計 － 〃 

南相馬市簡易水道事業特別会計  － 令第１７条第３号の規定に

より事業の規模を算定 
南相馬市農業集落排水事業特別会計  － 〃 
南相馬市工場用地等整備事業特別会計  － 〃 
※いずれの会計も資金不足は生じておらず、資金不足比率を「－」と表記 
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≪健全化判断比率等について≫ 

１ 健全化判断比率等の対象 

地

方

公

共

団

体 

一般会計 
一般会計等 

 

特別会計 

公営事業 

会計 

 
 

 

うち 

公営企業 

会計 

 資
金
不
足
比
率 

  

一部事務組合・広域連合  

 

地方公社・第三セクター等  

２ 算式 

実質赤字比率  ＝ 
一般会計等の実質赤字額 

標準財政規模 
 

連結実質赤字比率＝ 
連結実質赤字額 
標準財政規模 

 
 
実質公債費比率 ＝ 

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－ 
（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 
標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

 
 
将来負担比率  ＝ 

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債 
      現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 
標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

 

資金不足比率  ＝ 
資金の不足額 
事業の規模 

 

 

実
質
赤
字
比
率 

連
結
実
質
赤
字
比
率 

実
質
公
債
費
比
率 

将
来
負
担
比
率 

※公営企業会計 
 ごとに算定 


